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1 はじめに

近時，金融取引実務において金融機関や企業の新しい資金調達方法のーっと

して指名債権譲渡による資金調達が広く行われるようになってきている（1）。こ

の背景には，企業や金融機関の資金調達方法が多様化し，債権譲渡が弁済手段

としてではなく，資金調達手段として用いられるようになってきているという

事実があるω。従来，企業による資金調達の方法としては，株式や社債の発行

による資金調達以外には，不動産等を担保にして金融機関から融資を受けるの

が最も一般的なものであった。しかし，（司担保不動産は十分に所有していない

が，指名債権なら多数保有している企業も存在し，企業の側には指名債権を活

用して資金調達をしたいとの欲求があること，また，（ω社債等の発行による資
金調達や金融機関からの融資はいずれも当該企業の信用力によって行うもので

あり，企業の信用力が落ちればそれだけ資金調達が困難になるため，これを克

服したいとの要請があること，さらに，（c）不動産価値の下落という現象に直面

して，担保不動産に依存しない多様な借入方法を開発する必要性が増大してい

ること等から，これらの要請に応える資金調達方法として指名債権譲渡による

資金調達方法が活用されるようになってきた。今日，企業は，自己の保有する

多数の債権を弁済期前に譲渡することによって，資金調達を行うことが可能で

あり，これは，一般に，債権の流動化と呼ばれる（3)0 
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さらに，企業は，自己の保有する債権を他の資産から区別し，当該債権を裏

付けとして証券を発行し，投資家に販売することもできる。これが，一般に，

債権の証券化と呼ばれるものである。例えば，資金調達を望む企業（「オリジ

ネーター」という）が自己の保有する大量の債権を SPY（叩ecialpurpose vehicle) 

と呼ばれる特別目的機関（特別目的会社〔叩ec旬lpurpose compaηu一「SPC」と

呼ばれる〕，信託会社，組合等）に移転し，今必要な資金を得る。債権を譲り受け

たSPYは，当該債権の信用力のみを裏付けとして証券（資産担保証券〔asset

bαeked securities-一「ABSJと呼ばれる〕，これらは，社債，コマーシャルペーパー，

信託受益権証書等の形をとる）を発行し，投資家に売却するというのが債権の証

券化の代表的な仕組みである。このような形の債権譲渡は，譲渡人（資金調達を

望む企業等）：から譲受人（融資者たる特別目的機関）への指名債権譲渡となる。ま

た，一般的には，譲受人たる SPYは，債権の具体的な回収を譲渡人たる企業に

委託し，債務者は，相変わらず元の債権者（譲渡人）に支払いを続ければよい（4）。

このような債権の流動化の中でも，特に証券の発行を伴う流動化においては，

投資家保護のために，流動化しようとする多数の指名債権が有効に譲渡され，

かつ，破産管財人等の第三者に確実に対抗できることが必要である。すなわち，

債権の流動化・証券化の成否は，債権譲渡の有効性や効力の問題と密接にかか

わっている（5）。

ところで，わが国では，債権の流動化は，債権譲渡特例法や資産流動化法の

導入によって大きく促進されてきた。いわゆる金融システム改革の中で，債権

流動化の推進のために民法467条の定める対抗要件制度の簡素化の早期実現を

求める実務界の要望が極めて強くなってきたことから， 1992年には，これに応

える形で民法の定める債務者通知型の債権譲渡の対抗要件制度を簡易化する特

別法として「特定債権等に係る事業の規制に関する法律」（平成4年6月5日法

律第77号。「特定債権法」と呼ばれる）が制定された（6）。また， 1998年には，資

産の流動化を促進するための法律である，「特定目的会社による特定資産の流

動化に関する法律」（平成10年6月15日法律第105号。 fSPC法」と呼ばれる）や

企業による資金調達円滑化のために債権譲渡の第三者対抗要件として登記制度

を導入した「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律J（平成10
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年6月12日法律第104号。以下， f債権譲渡特例法」という）(7），等が整備され，さ

らに， 2000年11月30日からは， SPC法を大幅に改正した「資産の流動化に関

する法律」（資産流動化法）が施行されている。

このような債権の流動化を促進する動きは，何もわが国だけにとどまるもの

ではない。すでに諸外国の実質法上こういった債権流動化を促進するための法

的環境を整備する動きが見られる。その代表的なものとして，アメリカの統一

商事法典（UniformCommercial Code一以下，「ucc」という）第9編の「担保付取
ヲ｜ー売掛債権及び動産抵当証券の売買」の規定（8）や，フランスのダイイ法 (loi

Dailly) <9l，カナダのコモンロー圏内の各州における私有財産担保法もしくはケ

ベツク州民法典の動産担保の規定（10），等が挙げられよう。

また，このような各国の実質法レベルでの債権流動化を促進する法整備の動

きに呼応するかのように，国連国際商取引法委員会（閃CITR品）においても，

1995年から債権譲渡に関する国際的な法統一の作業が開始され，その成果とし

て， 2001年秋の国連総会において，「国際取引における債権譲渡に関する国

連条約（UnitedNations Convention on出eAss氾nrnentof Receivables in International 

τ'rade）」が採択された（11）。

こうした国内外での債権の流動化・証券化実務の発展とそれを受けた各国の

国内法レベルあるいは条約法レベルでの法整備の動向をふまえ，現在，わが国

の国際私法学説の中には，債権譲渡の準拠法に関して，債権の流動化の要請を

背景とした新たな解釈論および立法論を提示しようとするものがあり，すでに

幾つかの論稿が公表されている（12）。

本稿は，このような国内外の債権の流動化の動きの進展が，わが国際私法の

特に債権譲渡の準拠法に関する規定を巡る議論に与える影響について考察する

ことを目的とする。以下では，まず第2章において，わが国における債権譲渡

の準拠法に関する規定である法例 12条を巡る解釈論および立法論の状況を概

観した上で，続く第3章において，特に 1980年のEEC契約債務準拠法条約

（以下，「ローマ条約」という）の債権譲渡の規定をめぐる議論状況を中心に比較

法的検討を行い(13），最後に，それらの検討から得られたわが国際私法への示唆

と今後の展望について述べることとしたい。
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2 法例12条の解釈論及ぴ立法論（わが国の学説

及び裁判例）

(1) 債権譲謹の成立及び譲渡人・譲受人間での効力の準拠法

債権譲渡とは，譲渡人と譲受人間での法律行為による債権の移転をいう。そ

して債権譲渡に関する諸問題のうち，債権譲渡の成立及び譲渡当事者間での効

力の問題については，（司債権譲渡の原因行為と譲渡行為とを厳密に区別し，原

因行為自体は法例7条によって規律されるが，譲渡行為は債権者の交代という

当該債権の運命の問題であるとして譲渡されるべき債権の準拠法によらせるの

がわが国の通説の立場である（14）。それに対し (b）債権譲渡を債権的法律行為

である契約と解し，これを譲渡人と譲受人間の契約の準拠法によらしめる「法

例7条説J(15），や）債権譲渡における原因行為と譲渡行為とを区別しつつも，債

権の流通の円滑化という要請を考慮して，法例7条に従い準拠法を選定する

説(16），等が主張されている。下級審裁判例の中には，通説と同様，債権譲渡行

為は準物権行為であるとの前提のもと，債権譲渡の成立及び効力については譲

渡される債権の準拠法によるとするものが見られる(17）。

(2) 債権譲護の第三者に対する効力の準拠法

法例12条は債権譲渡の第三者（債務者も含まれると解されている） (18）に対する

効力について債務者の住所地法によることを定めている。その根拠は，（a）債務

者保護，（b）債権という財産の所在地は債務者の住所地であることという点にあ

る(19）。しかし，この規定に対しては，（司債務者保護の要請は，譲渡される債権

の準拠法によらせることで十分に達成しうること，（b）債務者の住所地は変更さ

れる可能性があること等を理由に，立法論上の通説である譲渡される債権の準

拠法説の側から批判が加えられてきた倒。

他方で，わが民法467条をはじめとするフランス法系の，債務者の認識を基

軸とした債権譲渡の対抗要件制度への理解を前提としつつ，（司譲渡が通知され

る場所である債務者の住所地は第三者にとって最も予見可能な場所であること，

（ω債権譲渡において債務者は公示の役割を果たしていること，（c）債務者の住
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所地は債務者保護の要請にも適う連結点であること，等を考慮すれば，法例12

条の規定は必ずしも不合理なものではないのではないかとの見解も主張されて

いる（21）。

ところで，前述したように，近時の債権の流動化や証券化実務においては，

企業の資金調達方法のーっとして大量の既存債権又は将来債権の一括譲渡が予

定されている。しかし，このような集合債権の一括譲渡をめぐり第三者が優先

的地位を争う場合には，法倒12条の債務者の住所地法によっても，譲渡される

債権の準拠法によっても，複数の債務者がそれぞれ異なる固に所在している場

合や，譲渡される債権の準拠法が複数並立する場合には，優先関係の準拠法が

一律に決定しえな〈なる倒。そのため，立法論としては，債権譲渡の債務者に

対する効力の問題〔糾〕とその他の第三者に対する効力の問題〔（ω〕とを区別
し， (1)似）については債務者保護を根拠に譲渡される債権の準拠法により，（b）に

ついては譲渡人の営業の本拠地法によるとする説側，（却倶）については法例12

条の債務者の住所地法により，（防については債権譲渡を登記すべき場合は譲渡

人の住所地法に，それ以外の場合は法例12条によるとする説（制，（3）（めについ

ては譲渡される債権の準拠法により，（ωについては譲渡人の住所地法によると
する説（25），等が主張されている。

また，現在進行中の法例改正作業において，法例12条の規定は審議の対象と

されている。法制審議会国際私法（現代化関係）部会においては，債権譲渡に関

する諸問題のうち，特に債権譲渡の第三者に対する効力については，譲渡され

る債権の準拠法によらせるという案と譲渡人の常居所地法によらせるという案

の二つの案が示されている倒。

3 1980年EEC契約債務準拠法条約12条を

巡る議論状況

(1) ローマ条約12条の規定を巡る条約加盟国における韓論状況

契約債務の準拠法に関する統一的紙触規別である 1980年EEC契約債務準拠

法条約（以下「ローマ条約」という）は，その12条において債権譲渡の準拠法に

ついて定めている。すなわち，ローマ条約12条は，「(1)債権譲渡における譲渡
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人と譲受人相互の義務は，この条約に基づき譲渡人と譲受人との聞の契約に適

用される法に規律される。（2）譲渡される債権の準拠法は，債権の譲渡可能性，

譲受人と債務者との関係，債務者に対する譲渡の対抗要件，及び債務者による

弁済の効果を決定する。」と規定している（27）。ローマ条約の加盟国においては，

条約四条の規定があるため，債権譲渡の準拠法に関する論点のうち明文の規定

があるものについては条約の規定に従うが，条約が規定していない論点につい

ては，加盟国毎に解釈が分かれている。特に問題となっているのは， (1）ローマ

条約12条l項は，債権譲渡の準物権的な側面について規定しているのか否か，

（却条約四条は，債権譲渡の第三者に対する効力について規定しているのか否

か，という点である。以下では，特に， ドイツ，フランス，オランダ，イギリ

スを中心に，ローマ条約の加盟国における議論状況について紹介する。

(a) ドイツ

まず，債権譲渡の成立及び譲渡人・譲受人間の効力について， ドイツの通説

は， ドイツ実質法上，債権譲渡の原因行為（債権売買，贈与，担保権設定等）と

準物権行為たる譲渡行為とが区別され準物権行為の独自性が認められているこ

とから，抵触法上も債権譲渡における債権行為と準物権行為とを区別する。そ

して，債権譲渡の原因関係については，ドイツ民法施行法33条l項（ローマ条

約四条l項）に従い，譲渡人と譲受人間の原因関係の準拠法が，債権譲渡の準

物権行為的側面については，民法施行法33条2項（ローマ条約12条2項）に従

い，譲渡される債権の準拠法が適用される（お）。従って，この意味において，ド

イツの通説は，ローマ条約中には債権譲渡の準物権行為の準拠法に関する明文

の規定（条約12条2項）が存在するものと解していることになる倒。

なお，ローマ条約の草案12条l項は当初，「合意に基づく債権の移転におい

て，譲渡人と譲受人の関係は，その合意に適用される法律に規律されるJと規

定していたが，最終的には，「譲渡人と譲受人相互の義務」という文言に変更さ

れた。この変更の理由としては，仮に「譲渡人と譲受人の関係Jという文言を

用いると， ドイツ実質法上準物権行為の独自性が認められτいるにもかかわら
ず，準物権行為も原因行為の準拠法によるものと解釈される余地が出てくるた

めであると説明されている側。
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つぎに，債権譲渡の債務者に対する効力については，ドイツ民法施行法33条

2項（ローマ条約12条2項）に従い，譲渡される債権の準拠法による。この準

拠法は，債権の譲渡可能性等にも適用されるが，ドイツ国際私法上，このドイ

ツ民法施行法33条2項（条約12条2項）における「債権の譲渡可能性」の解釈

として，譲渡禁止特約の効力（31)，法律上の譲渡禁止（32），条件付き債権又は将来

債権の譲渡の可否｛お），等の問題が含まれると解されている刷。

他方で，債権譲渡の第三者に対する効力については， ドイツの通説・判例は，

従来から，譲渡される債権の準拠法によらせるとの立場を支持しており｛お），こ

の立場は，条約12条2項の解釈としても可能であるとされている倒。そして，

この立場の根拠としては，（a）譲渡される債権の準拠法は，債権自体が密接に結

び付いている法であること，（ω債権譲渡の債務者に対する効力と第三者に対す
る効力とを別々の準拠法によらしめるとなると各準拠法聞で評価矛盾が生じる

おそれがあること，等が挙げられている。

しかし，このような伝統的な立場に対して，最近では，主に債権の（担保の

ための）包括的譲渡について，譲渡人の常居所地（営業所所在地）法説を支持す

る論者も増えてきている（37）。すなわち，位）譲渡される債権の準拠法説に立っ

と，包括的譲渡の場合には，各債権毎に対抗要件の準拠法が異なるおそれがあ

ること側，（ω特に，将来債権の譲渡の場合には，第三者は譲渡される債権の準
拠法が何であるかを知り得ない場合があること側，伶）債権譲渡においては，譲

渡人が中心的な役割を果たしていること刷，等を根拠に，債権譲渡の第三者に

対する効力について，譲渡人の常居所地法・営業所所在地法によらせる説が主

張されている。

他方で，債権譲渡の第三者に対する効力について，ローマ条約12条1項の基

準と同様に，債権譲渡の原因関係の準拠法によらせるべきであるとする少数説

も存在する。この説の根拠としては，（a）ローマ条約12条l項の規定は，債権譲

渡の原則的規定であると解することができること，（防債権譲渡における債権行

為（原因関係）の準拠法と準物権行為（債権の移転）の準拠法とを分けて考える

べきではなく，また，第三者に対する効力の問題を含めて，全て同ーの準拠法

によらせるべきであること（41），等が挙げられている。
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' (b）。フランス

フランス国際私法上，まず，債権譲渡における譲渡人と譲受人間の関係につ

いては，ローマ条約12条1項に従い，譲渡人・譲受人聞の譲渡契約の準拠法に

より規律される刷。この譲渡契約の準拠法は，当事者自治によって決定され

（条約3条），当事者による準拠法の指定がない場合には，最密接関係法，すなわ

ち，原則として特徴的給付の債務者の常居所地法または営業所所在地法による

（条約4条）。なお，フランスでは， ドイツのように債権行為たる原因行為と準

物権行為たる債権譲渡行為とを区別せず，譲渡人と譲受人間での債権譲渡を一

つの債権的法律行為である契約ととらえ，その債権譲渡契約の準拠法について

議論するのが一般的である。また，債権譲渡の債務者に対する効力や債権譲渡

の譲渡可能性同）については，条約12条2項に従い，譲渡される債権の準拠法に

よる。

他方で，ローマ条約12条の規定は，債権譲渡の第三者対抗要件の問題凶）につ

いては直接規定しておらず，フランスでは，債権譲渡の第三者対抗要件の準拠

法に関する規定は欠蝕しているものと解されている。そのため，この問題をい

かなる準拠法によって判断するかが議論されている占債権譲渡の第三者に対す

る効力について，フランスにおけるローマ条約の発効（1991年4月1日） ν以前

のフラνスの多数説及び裁判例は，債権譲渡の債務者対抗要件の問題と債務者
以外の第三者対抗要件の問題とを分離せず，プ括して債務者の住所地法によら

Lめていた（45）。しかし，現行のローマ条約12・条2項の規定は，債権譲渡の債務

者対抗要件の問題を譲渡される債権の準拠法によらしめているという点で，伝

統的なフランス国際私法学説の考え方とは異なっている；。仮に従来の多数説・

裁判例のように債権譲渡の第三者対抗要件を債務者の住所地法によらせるとな

ると，ローマ条約12条2項が債務者対抗要件の問題を譲渡される債権の準拠法

によらせている以上，債務者対抗要件と第三者対抗要件とで別個に準拠法を指

定することになり，J従来の多数説・裁判例が前提とじていたような債務者対抗

要件と第三者対抗要件を区別しないで統一的に準拠法を指定しようとする一元

的な処理と矛盾じてしま号ことになる。I

そこで，ロ．ーマ条約の発効以後は，（紛債権譲渡の第三者対抗要件の問題につ
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いても，条約12条2項の採用する対債務者対抗要件の基準と同様に，一律に譲

渡される債権の準拠法によらせる説（「一元説 （thesede t’unite)Jー譲渡される債

権の準拠法説）酬と（ω債務者対抗要件の問題と第三者対抗要件の問題とを切り
離し，前者については譲渡される債権の準拠法を基準とし，後者については，

債務者の住所地法によるとする説（「二元説（仇ぬede lad楓 lite)J）聞の二つの見

解が主張されている状況にあり，判例の立場も確定していない。

なお，これらの学説のうち，特に「二元説Jに対しては，債務者対抗要件の

準拠法と第三者対抗要件の準拠法との聞の評価矛盾が生じるおそれがあるとの

批判がある刷。例えば， (1)ドイツに住所を有する債務者に対するフランス法

を準拠法とする債権を譲渡人が譲受人に譲渡したが，フランス民法16'卯条の定

める執達吏による送達（掬η.ificatioη）を債務者に対して行わなかった場合（例

えば，普通郵便による通知を行った場合），第三者対抗要件の準拠法であるドイツ

法上特別な手続は要求されていないため（49），譲受人は他の第三者には対抗Lう

るが，債務者対抗要件の準拠法であるフランス法上必要な債務者対抗要件を具

備していないため，債務者には対抗しえないことになる。結果的に，この場合

の譲受人は債権を完全に掴取することができなくなる可能性がある倒。他方

で，（到フランスに住所を有する債務者に対するドイツ法を準拠法とする債権を

譲渡人が譲受人に譲渡したが，債務者に対してフランス民法1690条に定める執

達吏による送達を行わなかった場合，第三者対抗要件の準拠法であるフランス

法上必要な対抗要件を具備していないため，譲受人は他の第三者に対抗しえな

いが，債務者対抗要件の準拠法であるドイツ法上特別な手続は要求されていな

いため，債務者には対抗しうることになる。その結果，債務者は，譲受人およ

び第三者対抗要件の準拠法であるフランス法上優先的地位を与えられた第三者

の双方から弁済を求められることになり，債務者による二重弁済の危険が生じ

るとの批判である（51）。

ところで，フランスにおいては近時，実質法レベルで， 1981年に債権流動化

対応立法であるダイイ法が整備されたのに伴い側，抵触法レベルでもそのよう

な債権流動化の要請を前提として債権譲渡の対抗要件の準拠法について論じる

学説が出てきている。そこでは，上記の「一元説Jや「二元説Jのいずれの学
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説も，多数債権を一括譲渡する場合の対第三者対抗要件の問題については対応、

しきれないとの認識がある。そこで，債権流動化の要請を満たしつつ，債権譲

渡における債務者，第三者，譲受人の保護を図ることができる連結点を新たに

考える必要があるとして，ローマ条約12条の解釈論とは別に，多数債権の一括

譲渡が行われるような場合を念頭に，立法論として，譲渡人の住所地法を基準

とすべきであるとする見解も主張されている刷。すなわち，この見解は，（a）債

権譲渡の対抗要件制度の目的は債務者，第三者，譲受人の利益の保護にあるた

め，それら全ての利益を実現しうるような連結点を基準とすべきであること，

（防第三者の予見可能性の観点からは，譲渡される債権の準拠法や債務者の住所

地法よりも譲渡人の住所地法を基準とする方が望ましいこと，（。多数債権の一

括譲渡の場合には，すべての債務者の住所地法や譲渡される債権の準拠法上の

対抗要件を具備することは困難であり，対抗要件の準拠法は単一の法であるこ

とが望ましいこと，等を根拠に，立法論として，債権譲渡の対抗要件を譲渡人

の住所地法によらせるべきであるとする。

や） オランダ・イギリス

オランダでは，債権譲渡の成立及ぴ譲渡人・譲受人聞の効力の準拠法につい

ては，債権譲渡の原因行為と譲渡行為とを区別せずに，条約12条l項に従い，

一括して譲渡人と譲受人間の契約の準拠法によらせるとの解釈が採られてい

る（則。他方で，債権譲渡の債務者に対する効力や債権の譲渡可能性等について

は，条約12条2項に従い，譲渡される債権の準拠法によるが，債権譲渡の第三

者に対する効力については， 1997年5月16日のオランダ最高裁 （HogeR仰 d)

判決が，条約12条l項に従い，譲渡人・譲受人聞の契約の準拠法によることを

明らかにしている｛却。

イギリスでは，債権譲渡における譲渡人と譲受人聞の関係について，通説は，

条約12条l項に従い，譲渡人・譲受人間の契約の準拠法により規律されると解

している倒。また，債権譲渡の債務者に対する効力や債権譲渡の譲渡可能性に

ついては，条約12条2項に従い，譲渡される債権の準拠法によるとする。

他方で，債権譲渡の第三者に対する効力については，譲渡される債権の準拠

法説が支持されている（57）。
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何｝小括

以上，ローマ条約12条の債権譲渡の規定について，ローマ条約の加盟国にお

ける議論状況を概観してきた。それらを簡潔に櫨めると以下のようになる。

まず，ローマ条約12条l項は，「債権譲渡の譲渡人と譲受人相互の義務Jは

条約によって定まる両当事者聞の契約の準拠法によるとしているが，条約の加

盟国のドイツの通説は，ドイツ実質法上，債権譲渡の原因行為（債権売買，贈与，

担保権設定等）と準物権行為たる譲渡行為とが区別され，準物権行為の独自性が

認められていることを背景に，抵触法上も債権譲渡の原因行為と譲渡行為とを

区別した上で，同条は専ら譲渡の原因関係のみを規律するものであり，譲渡の

準物権行為的側面については規定していないものと解している。これに対し，

ドイツ以外の加盟国（イギリス，イタリア，フランス，オランダ等）では，そもそ

も，実質法上，債権譲渡において債権行為たる原因行為と準物権行為たる債権

譲渡行為とが区別されておらず，準物権行為の独自性は認められていない。そ

のため，抵触法上も譲渡の原因行為と譲渡行為とを分けて議論することはせず，

同条は専ら債権譲渡の成立及び譲渡人・譲受人間での効力全般について規定し

たものと解している。 i

つぎに，債権譲渡の債務者に対する効力の準拠法については，ローマ条約12

条2項に規定があり，この問題は，譲渡される債権の準拠法によることになる。

他方で，債権譲渡の第三者に対する効力の準拠法については，ローマ条約12

条が直接規定していないことから側，加盟国毎に解釈が分かれており，（a）譲渡

される債権の準拠法説（ドイツの通説・判例，フランスの一部の学説），（ω譲渡人
と譲受人聞の契約の準拠法によらせる説（オランダ）' (c）債務者の住所地法説（フ

ランスの一部の学説）等が対立している状況にある。もっとも，近時の債権の流

動化や証券化実務の発展を踏まえ， ドイツやフランスにおいては，立法論とし

て，債権譲渡の第三者対抗要件につき譲渡人の住所地法（常居所地法）・営業所

所在地法によらせることを主張する見解もある。

.(2) ローマ条約のグリーンペーパーに関する最近の動向

(a) ローマ条約のグリーンペーパー
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2003年1月14日付けの欧州委員会によるローマ条約のグリーンペーパーの

[ 3 -2 -13］＜紛においては，ローマ条約12条の現代化，すなわち，債権譲渡

の第三者対抗要件の規定を設けるべきか，仮に規定を設けるとすれば，どのよ

うな規定を設けるべきか，という点について検討されている。それによれば，

債権譲渡の第三者対抗要件の準拠法に関する規定のありうるオプションとして，

（司現行のローマ条約12条1項の基準と同様，譲渡人と譲受人間の契約の準拠

法によらせる立場（オランダの判例） (60) [solution i] , (b）譲渡される債権の準拠法

によらせる立場（ドイツの通説の立場） [solution ii], (c）債務者の常居所地法によ

らせる立場（Sl)[solution温］， ω）譲渡人の常居所地法によらせる立場（臼）（国連国際
債権譲渡条約） [solution iv］，の四つが示されている。

そして，これら四つのオプションのうち，（b)[solution泊］以外の立場を採用

すると，債権譲渡の債務者に対する効力と第三者に対する効力とで準拠法が異

なることがあり，各準拠法問で評価矛盾が生じるおそれがあるというデメリッ

トがあることが指摘されている（刷。

（ω グリーンペーパーをめぐる最近の動向
既に述べたように，債権譲渡の第三者に対する効力の問題を如何なる準拠法

によらせるべきかについては，ローマ条約の加盟国の判例・学説上，様々な見

解が主張されている。そして，このような見解の相違は，ロ｝マ条約のグリー

ンペーパーに対して各機関や団体から寄せられたコメントにも反映されてい

る｛制。 EUのホームページ上に掲載されているそれらのコメントを披見しえた

限りにおいては，グリーンペーパーが示した四つのオプションのうち，譲渡さ

れる債権の準拠法によらせる立場［solutionii］と譲渡人の常居所地法によらせ

る立場［solutioniv］への支持が多いように思われが，そのいずれが支配的な立

場であるかは判然としない。

まず，債権譲渡の第三者に対する効力について，譲渡される債権の準拠法に

よらせる立場の［solutionii］を支持する根拠として，各コメントの中で比較的

多く挙げられているのが，債務者対抗要件の問題と第三者対抗要件の問題とを

同ーの準拠法で一体的に処理できるという点である。

それに対して，各コメント中で，譲渡人の常居所地法説［solution卸］を支持
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する根拠として挙げられていたものは多岐にわたるが，以下では，その代表的

なものとして， UNCITRAL事務局側，ハンブルクのマックス・プランク外国私

法・国際私法研究所側，ヨーロッパ国際私法グループ（67）等のコメントを簡単に

取り上げる。

UN CIT脳 L事務局は，国連国際債権譲渡条約と同様，グリーンペーパーの

[solution iv] （譲渡人の営業所所在地法又は常居所地法説）を支持しているが，その

根拠として，（a）譲渡人の常居所地法・営業所所在地法は第三者の予見可能性と

いう規準に最も適うこと側， (b）譲渡人の倒産の場合，譲渡人の営業所所在地

法又は常居所地法は，おそらく多くの場合，倒産手続が開始される地の法とし

て，倒産準拠法と一致すること側，等を挙げている。他方で，［solutionii］に

対する批判として，（a）譲渡人と債務者との聞に法選択がない場合には，条約4

条の基準（譲渡と最も密接に関連する国の法）が適用されることになるため，第

三者の予見可能性を害する可能性があり，結果的に，与信の獲得及びコストに

関してネガテイヴな影響を与えるおそれがあること問），（ω譲渡される債権の
準拠法は，複数債権の一括譲渡（いわゆる bulkas均 nment）にはなじまないこ

とen>'(c）将来債権が譲渡される場合には，議渡契約の時点で準拠法が確定しな

いため，第三者の準拠法に関する予測可能性を害するおそれがあること倒，ω）
譲渡される債権の準拠法説が既存の単一の債権の譲渡については機能しうるこ

とは認めるが，既存の単一の債権の譲渡と既存及び将来の債権の一括譲渡の場

合に統一的なルールを採用する方が法的安定性という観点からは望ましいと考

えられること側，等を挙げている。

また，マックス・プランク外国私法・国際私法研究所も，［solutioniv］の立

場を支持するが，その根拠として，（a）譲渡人の常居所地法は，譲渡人の債権者

であれ，譲受人であれ，全ての当事者にとって認識可能であること＜74>,(b) [solu-

tion i］及び［sol凶on盆］を採用すると，第三者のあずかり知らない法選択によっ

て，準拠法が決定され，しかも，事後的に変更されるおそれがあること｛お），等

を挙げている（76）。

さらに， 2003年9月19ー21日付けのヨーロッパ国際私法グループのコメン

トは，譲渡人の常居所地法説を支持しているが，その根拠として，（a）譲渡人の
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常居所地は，全ての利害関係人に認識可能であること，（ω譲渡人の常居所地法
によれば，包括的譲渡又は転々譲渡にも単一の法を適用することが可能となる

こと，等を挙げている｛問。

4 おわりに

本稿では，近時の金融実務における債権流動化の動きが法例12条をめぐる債

権譲渡の準拠法に関する議論に与える影響を，ローマ条約12条の債権譲渡の規

定に関する最近の議論状況の検討を踏まえながら考察してきた。以下では，そ

れらの検討から得られたわが国際私法への示唆と今後の展望について述べるこ

ととしたい。

比較国際私法上，債権譲渡の準拠法に関する諸問題のうち，特に第三者に対

する効力については，大きく分けて，これを侭）譲渡される債権の準拠法によら

せる立場（ドイツの通説・判例，イギリスの通説，現在のフランスの一部の学説），

（ω譲渡人・譲受人間の契約に準拠法によらせる立場（オランダ）, (c）債務者の住
所地法によらせる立場（かつてのフランスの通説・判例，現在のフランスの一部の

学説），句）譲渡人の住所地法（常居所地法）・営業所所在地法によらせる立場（国

連国際債権譲渡条約，米国ucc，ベルギー（沼））の四つの立場の対立がある。

これら四つの立場のうち，わが法例12条の規定は，債権譲渡の債務者その他

の第三者に対する効力について債務者の住所地法によらせる立場を採用してい

る。前述したように，この規定については，すでに，立法論上の通説である譲

渡される債権の準拠法説の側から強く批判されているところである倒。

しかしながら，わが民法467条をはじめとするフランス法系の，債務者を基

軸とした債権譲渡の対抗要件制度を前提としつつ，（a）譲渡が通知される場所で

ある債務者の住所地は第三者にとって知ることが容易であり，当事者にとって

最も予見可能な法律であること，（ω第三者が債権の現状を問い合わせるのは債
務者の住所地であり，債権譲渡において債務者は公示の役割を果たしているこ

と，（c）債権譲渡の債務者に対する効力と債務者以外の第三者に対する効力を同

ーの準拠法によらしめることで，各準拠法聞の評価矛盾もおきないこと，ω）債
務者の住所地は債務者保護の要請にも適う連結素であること，伶）譲渡される債
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権の準拠法によるとなると，譲渡人と債務者間で準拠法について合意していな

かった場合には，譲受人には当該債権の準拠法が分かりにくいこと，等を考慮

すると，法例12条の採用する連結素は立法当初は必ずしも不合理なものではな

かったように思われる。

しかし，最近では，第3章において述べたように，ローマ条約の加盟国にお

いては，債権譲渡の第三者対抗要件について，譲渡される債権の準拠法によら

せるとの潮流が見られるのも事実である。他方で，集合的な債権譲渡以外の単

純な債権譲渡の第三者対抗要件については譲渡される債権の準拠法によること

は妥当であるとしつつも，譲渡対象債権の準拠法説に立つと，準拠法が異なる

集合債権の譲渡について統一的な処理ができなくなるとして，別の連結素を模

索する動きもローマ条約の加盟国中には見られる。そのため，ローマ条約のグ

リーンペーパーに対するコメントを見る限りでは，立法論としては，債権譲渡

の第三者対抗要件について譲渡される債権の準拠法説と譲渡人の常居所地法説

のいずれかの立場を採用する方向に意見が集約されつつあるようであり，この

点は，一定の考慮に値しよう。現在の法例改正の議論において，法例12条を改

正し，債権譲渡の第三者対抗要件の準拠法について，譲渡される債権の準拠法

説と譲渡人の常居所地法説のいずれかに立つ規定を設ける方向で議論が進めら

れているというのは，上述のような比較法上の議論の流れに沿っていると言う

こともできる。

そして，現在の法例改正作業において示されているそれら二つの案のうち，

似）わが国ではこれまで，債権譲渡の場合に，債務者から直接債権回収を行うた

めには，法例12条の債務者の住所地法上の対抗要件以外に，譲渡される債権の

準拠法に基づく対抗要件を重畳的に備えることが必要とされてきたという実務

感覚があること側，（ω現時点においては，準拠法が異なる集合債権の譲渡に対
するニーズはそれほど高くないこと，や）債権譲渡に関する諸問題のうち，特に

実務上非常に重要となりうる債権の譲渡可能性，債務者対抗要件，さらには，

第三者対抗要件の問題について全て同ーの準拠法で処理しうること，等の理由

から譲渡される債権の準拠法説が大方の支持を得ているようにみえる。

ところで，法例12条の改正論議は，政府の一連の「規制改革3か年計画（平



［北津安紀］ 債権流動化と国際私法 17 

成13年3月12日閣議決定）」，「規制改革推進3か年計画（平成13年3月20日閣

議決定，平成14年3月29日閣議決定で改定，平成15年3月28日閣議決定で再改定）J

に端を発している。すなわち，政府の「規制改革推進3か年計画Jにおいては，

異なる固に住所を有する債務者が混在している多数の債権を一括譲渡する場合

には，各債権について債務者の住所地法上の対抗要件を備える必要が生じ，債

権の流動化の阻害要因となっているとの指摘があり，債権流動化の基盤整備を

進める観点から，国際的な動向を踏まえての法例12条の見直しが求められてい

る。

確かに，将来的には，圏内実質法のレベルにおいてのみならず，国際的な債

権流動化を促進しうるような法的環境を整備することが望ましく，今後は，債

権譲渡の債務者以外の第三者に対する効力の準拠法について，準拠法の異なる

多数債権（将来債権をも含めた）の一括譲渡を容易にしうるような法的枠組を考

えていく必要があろう。

具体的には，まず，債権譲渡の成立及び譲渡人・譲受人聞の効力の準拠法に

ついては，（a）債権譲渡をその原因行為と譲渡行為とに区別して議論することは

比較法上一般的でないこと（81), (b）譲渡の成立及び譲渡当事者間での効力の問

題について，原因行為と準物権行為の二本立てで準拠法を考えるより，単一の

準拠法によらしめる方が簡明であること側，（c）準拠法の異なる多数債権を一

括譲渡する場合，譲渡される債権の準拠法説に立つと，個々の債権の準拠法と

して複数の法律を参照しなければならず債権の流通の円滑化を阻害するおそれ

があること側，等を考慮すると，法例7条説のように譲渡人と譲受人間の契約

の準拠法によるのが望ましいように思われる。

つぎに，債権譲渡の債務者その他の第三者に対する効力については，法例12

条の規定とは異なり，債権譲渡の債務者対抗要件と第三者対抗要件の問題とを

切り離し，それぞれについて別個に準拠法を指定することも可能であるように

思われる。この点については，わが国の債権譲渡特例法やフランスのダイイ法

等の近時の債権流動化立法が，債権譲渡の債務者対抗要件の問題と第三者対抗

要件の問題とを切り離し，第三者対抗要件の具備を簡略化しながら，譲受人が

第三者に対して確実に権利を主張できるようにする一方で，それとは別の角度
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から債務者保護を図ろうとしている点が参考となろう。このような実質法の動

向を考慮すれば，国際私法の平面でも債権譲渡の効力の準拠法について，債務

者に対する場合と債務者以外の第三者に対する場合とを区別して準拠法を指定

することを認めてもよいのではなかろうか。その上で，まず，債権譲渡の債務

者に対する効力については，債務者保護という観点から，譲渡される債権の準

拠法によらせることが望ましい。というのも，譲渡対象債権の準拠法は，債務

者の債務を生じさせた法律であり，債務者も当然それを知っているとともに，

債務者自らがその形成に関与しえない譲渡人と譲受人聞の債権譲渡によって債

務者の法的地位を変更することは認められず，債務者を保護する必要があるか

らである。しかし，債務者以外の第三者に対する効力についても譲渡される債

権の準拠法によらせるとなると，（a）準拠法の異なる多数債権を一括譲渡する場

合には，個々の債権の準拠法上の対抗要件を具備することは困難であり，債権

の流通の円滑化を阻害するおそれがあること，（b）譲渡時に未成立で準拠法の定

まっていない将来債権を譲渡する場合には準拠法の決定が困難になること，他

方で，債権譲渡を登記すべき場合とそうでない場合に分けて準拠法を選定すべ

きであるとする説に対しては，や）ある債権が一方では登記の必要のない債権と

して譲渡され，他方で登記の必要な集合債権の一部として譲渡されるような事

態も想定され，そのような場合の優先関係の準拠法について別途手当する必要

が生じてしまうこと，等から，立法論としては，第三者対抗要件は譲渡人の常

居所地法によらせるべきであると思われる。

もっともこのような連結素を採用した場合，（司譲渡人が常居所地を変更した

場合の問題点や，（b）債務者対抗要件の準拠法と第三者対抗要件の準拠法が異な

りうることから両準拠法問で評価矛盾が生じるおそれがあること（例えば，譲渡

対象債権の準拠法上債務者が支払うべき者と，譲渡人の常居所地法上優先権を持つ第

三者とが異なるような場合）等が指摘されている。これらのうち，（めの問題点に

ついては，紛争解決基準時又は譲渡時のいずれの常居所地法を基準とするかを

予め決めておくことも考えられる。しかし，二重譲渡のケースで第一譲渡と第

二譲渡の聞に譲渡人が常居所地を変更したような場合には，紛争解決基準時の

連結点を考慮すると，既に譲渡人の旧常居所地法上の対抗要件を具備した第一
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譲受人の予見可能性を害することになるし，他方で，譲渡時の連結点について

は，二重譲渡の場合には第一譲渡時と第二譲渡時の二つの連結素が出てきてし

まうため，基準としては機能しないであろう刷。また，（b）の問題点については，

債務者は，債務者対抗要件の準拠法のもとで弁済をなすべき債権者に支払いを

すれば，たとえその者が第三者対抗要件の準拠法上優先権を持たない者であっ

たとしても免責される（85）。そして，第三者対抗要件の準拠法のもとで優先権を

持つ債権者からの（優先権を持たないが）債務者から弁済を受けた者に対する利

得の返還請求は，不当利得の問題として処理すればよいと思われる。

なお，仮に債権譲渡の第三者に対する効力の準拠法について，連結素を譲渡

人の常居所地とした場合，議渡人が法人である場合についてはどのように考え

るか。わが国では，これまで法例 12条の債務者に法人が含まれるのか，含まれ

るとした場合，法人の住所をどのように解釈するのかという点について余り議

論されてこなかった刷。この点，解釈論としては，債務者が法人の場合には，

法例 12条の「住所jを「営業所」と読み替え，法人が複数の住所を持つ場合に

は，法例29条2項を準用することも可能であろう（87）。しかし，立法論としては，

法人の住所地・常居所地概念を一義的に確定しうることが望ましく，この点に

ついて明確な基準を設けておく必要がある。この点，法人が営業所を有する場

合は当該営業所の所在地，法人が営業所を複数有する場合は，（司法人の本店

（主たる営業所）の所在地（88)'(b）譲渡に関係する営業所の所在地，（c）本拠地（89）等，

幾つかの基準が考えられる。明確性の観点からは，法人の本店（主たる営業所）

の所在地を基準とすべきであろうが（叩），わが国の債権譲渡特例法との関係では，

同法9条が，債権譲渡登記をした登記官は，譲渡人が外国に本店又は主たる事

務所を有する法人であるときは，日本における営業所又は事務所の所在地の登

記所に対し，当該登記をした旨を通知しなければならない，と規定しているこ

とから，譲渡に関係する営業所の所在地を基準とするとの立場（91）も十分ありえ

よう。この点は，ローマ条約において契約の特徴的給付を行う者が法人である

場合で，給付が営業所の業務に関連して行われるときには，基本的に当該営業

所の所在地法を最密接関係地法と推定していることから，この問題の処理と平

灰を合わせることにするのか，それとも，債権譲渡の対第三者対抗要件につき
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譲渡人所在地法主義を採用する国連国際債権譲渡条約の基準に倣い，法人の主

たる営業所の所在地を基準とするのか，という議論とも深〈関わってこよう。

ところで，現在の法例改正において債権譲渡の第三者対抗要件の準拠法のオ

プションとして示されている譲渡される債権の準拠法説に立つ案と譲渡人の常

居所地法説に立つ案は，そもそも立法の背景にある価値判断が全く異なってい

るように思われてならない。集合債権の譲渡以外の単純な債権譲渡については，

譲渡される債権の準拠法説はそれなりに合理性を有している倒。他方で，債権

流動化の促進に重きを置く論者は，譲渡人の常居所地法説に立つ案の採用を強

く主張する。これらのいずれの立場を採用するかは，そもそも，わが国におい

て国際的な債権流動化取引のニーズがどの程度あるのか，という根本的な問題

に関わってくる。当初は，政府の「規制改革推進3か年計画Jに端を発する形

で始まった法例12条の改正作業であったが，法例改正の審議においては，実務

上準拠法の異なる多数債権のバルクセールのニーズは必ずしも強いわけではな

いとの意見も聞かれる倒。仮に，そのような債権流動化のニーズはわが国にお

いてはまだそれほど高くなく，債権流動化促進のための規定を設けるとの議論

が時期尚早であるというのであれば，現段階では，比較法的な趨勢に倣い，集

合債権譲渡以外の単純な債権譲渡を念頭に置き，譲渡される債権の準拠法説に

立つ規定を設け，準拠法の異なる集合的な債権の譲渡については，将来的にそ

のニーズが広く現実のものとなった時点で，現在進行中のEUのローマ条約 12

条の改定の議論の動向等をも視野に入れつつ，譲渡人の常居所地法・営業所所

在地法説に立つ規律を設けることを検討する必要性が高まることも十分に予想

されうることである。

この他，本稿では特に言及しなかったが，債権譲渡と他の法律関係との関連

でいえば，これまで学説上議論されてきた債権譲渡の準拠法と債権に対する担

保設定の準拠法との関係以外にも，譲渡人が破産した場合の破産管財人と譲受

人との聞の優先関係の準拠法がどのように取り扱われるかという点について，

今後は実務上問題となりえよう。すなわち，わが国の破産法164条は対抗要件

の否認について規定しているが，そもそも，対抗要件の否認の制度とは，破産

準拠法の文脈で捉えればよい問題なのか，それとも債権譲渡の第三者対抗要件



［北津安紀］ 債権流動化と国際私法 21 

の準拠法上の第三者対抗要件の制限と捉えればよい問題なのか，という点につ

いては，これまで余り議論されてこなかったように思われる。

これらの問題については，比較法研究をも含め，今後の検討課題であり，改め

て論ずる機会を持ちたいと考える。

本稿が，今後のわが国における法例改正の議論の一助となれば幸いである。

(1) 債権譲渡法制研究会「債権譲渡法制研究会報告書JNBL616号（1997年） 31頁を

参照。

＠） 池田真朗「指名債権譲渡法理の新展開J司法研修所論集1998-II (101号） (1998 

年） 6頁以下，同「現代債権譲渡論」法学教室229号（1999年） 30頁参照。

(3）債権流動化の動き以外に，近時，わが国で国際的な債権譲渡が広く行われるよう

になってきた背景として，外為法の改正に伴う規制緩和の影響を挙げることができ

る。すなわち，平成9年に「外国為替及ぴ外国貿易管理法」が全面改正され「外国

為替及ぴ外国貿易法（平成9年法律第59号）Jと改められたことにより，対外取引

に関する事前規制が原則として撤廃されることとなった。そのため，従来は外為法

上の許可事項とされていたために殆ど行われていなかった居住者と非居住者聞の債

権譲渡が実務的にも容易に行われうるようになったという点を指摘することができ

る。

仏） この点に関しては，債権譲渡法制研究会・前掲註（1)32頁，池田・前掲註（2）「指

名債権譲渡法理の新展開」 7頁以下，同・前掲註＠）「現代債権譲渡論J30頁等参照。
（＠ 同旨，野村美明「債権流動化と国際私法一立法試案」大阪大学法学部創立50周

年記念論文集『21世紀の法と政治』（2003年） 359頁。

(6）特定債権法は，一般投資家の保護のためリース・クレジット債権の流動化を図る

事業を規制する形式の法律であり，民法の定める債権譲渡の対抗要件の原則の特別

規定として，公告をもって民法467条の規定による確定日付のある証書による通知

があったものとみなすことにした点に特色がある。

。）債権譲渡特例法は，法人がする受取債権を中心とする債権譲渡について，債権譲

渡益記をもって民法467条の規定による確定日付のある証書による通知があったも

のとみなすとした点に特色がある。本法については，揖斐潔「債権譲渡の対抗要件

に関する民法の特例等に関する法律の概要(1)(2)J NBL臼4号 (1998年） 6頁以下，

645号（1998年） 49頁以下，法務省民事局参事官室・第四課編『Q&A債権譲渡特

例法』（商事法務研究会・1998年），揖斐潔「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特

例等に関する法律の概要Jジュリスト 1141号（1998年） 125頁以下，池田真朗「債
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権譲渡特例法の評価と今後の課題Jジュリスト 1141号 (1998年） 119頁以下，同

「債権譲渡特例法の評価と今後の展望（上）（下）」 NBL656号（1999年） 33頁以下，

657号（1999年） 23頁以下等を参照。

(8) 米国uccの定める登録制度およびファイリングシステムについては，債権譲渡法
制研究会・前掲註（1)35頁以下を参照。また， 1999年のucc改訂については，野村
美明「国際金融と国際私法J国際私法年報2号（2000年） 101頁以下を参照。

(9) 正式名称、は， Loin。81-1du 2 jarr市 r1981 facilitant le credit aux entreprises.ダイ

イ法については， Schmidt/Gramling,La loi du 2 janv. 1981 fac出闘士le credit a四

entreprises, D. 1981, p. 217. Gavα/,d,a, La cession et le nantissement a un banquier 
des creances professionnelles, D. 1981, p. 199. Vi田seur,Un grave probleme 

d’application de la loi Dailly, D. 1986, I, p. 73.等を参照。この他，池田真朗『債権譲

渡の研究（増補版）』（弘文堂・ 1997年） 307頁以下，山田誠一「金融機関を当事者

とする債権の譲渡および質入れ一フランスにおける最近の動向J金融法研究7号
(1991年） 58頁以下，同資料編6号50頁以下，債権譲渡法制研究会・前掲註（1)31 

貰，池田真朗「海外金融法の動向一フランス〔ダイイ法に関するその後の展開〕J
金融法研究14号 (1998年） 144頁以下，同「海外金融法の動向一フランス〔ダイ

イ法に関するその後の展開E〕J金融法研究15号（1999年） 146頁以下，同「海外
金融法の動向一フランス〔ダイイ法に関するその後の展開E〕j金融法研究18号

(2002年） 133頁以下，拙稿「フランス国際私法上の債権譲渡J法学研究（慶慮義
塾大学） 76巻3号8頁等を参照。

。。 詳しくは，池田真朗「カナダにおける債権譲渡登録制度－UNCITRAI，での紹介を
中心にJNBL639号（1998年） 17頁以下を参照。
QO 2005年2月現在未発効，署名国はルクセンプルク，マダガスカル，米国の三ヵ国

である。本条約の正文については， UNCIT貼 Lのホームページ（http://www.unci-

tral.org/erトindex.htm）を参照。また，本条約の翻訳として，国際債権流動化法研究

会訳・小塘惜監訳「『国際取引における債権譲渡に関する条約』草案JNBL722号
(2001年） 37～63頁を参照。なお，この条約の正式な報告書はまだ公表されてい

ないが， UNCITRALの作業部会に当初から日本政府代表として出席された池田真朗

教授（慶慮義塾大学）によれば，正式な報告書を現在作成中とのことである。本条

約の解説として，早川民一郎「UNC町RAI，債権譲渡条約について」国際私法年報3

号（2001年） 21頁，池田真朗「国連国際債権譲渡条約の論点分析と今後の展望（上）

（下）J金融法務事情1640号（2002年） 22頁以下， 1641号（2002年） 13頁以下等
を参照。

Q2) 斎藤彰「債権譲渡の準拠法一新たな立法的動向への対応を考える」ジュリスト
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1143号（1998年） 59頁，野村美明「債権譲渡J木棚照一＝松岡博編『基本法コン
メンタール国際私法』（日本評論社・ 1994年） 90頁以下，河野俊行「証券化と債権

譲渡J渡遁慢之＝野村美明編『論点解説・国際取引法（松岡博教授還暦記念）』（法
律文化社・ 2002年） 124頁，野村・前掲註（θ359頁，拙稿・前掲註（9)31頁以下等

を参照。

Q3) この他，国連国際債権譲渡条約，米国ucc，スイス国際私法等の規定についても
検討の対象とすべきであろうが，すでに幾つかの論稿が公表されているため，本稿

においては言及しない。国連国際債権譲渡条約については，前掲註ωの文献を参照。
また，米国ucc第九編に関しては，森下哲朗「銀行取引と国際私法J金融法務事情
1717号（2004年） 15頁以下を，スイス国際私法の債権譲渡の規定については，植

松真生「スイス国際私法における債権移転の準拠法J国際私法年報5号（2003年）

125頁以下を参照。

ω 久保岩太郎『国際私法論』（三省堂・ 1935年） 463頁，実方正雄『国際私法概論
（再訂版）』（有斐閣・ 1952年） 254頁，川上太郎『国際私法講義要綱』（有信堂・

1952年） 111頁，桑田三郎「債権の対外的効力・変更・消滅」国際法学会編『国際

私法講座2巻』（有斐閣・ 1955年） 494頁，江川英文『国際私法〔全書〕（改訂版）』

（有斐閣・ 1957年） 246頁，鳥居淳子「判批」ジユリスト 277号81頁，畑口紘「判

批」ジュリスト 409号125頁，溜池良夫『国際私法講義（第2版）J（有斐閣・ 1999
年） 387頁以下，棲田嘉章『国際私法（第3版）』（有斐閣・2000年） 234頁，出口

耕自『基本論点国際私法（第2版）』（法学書院・2001年） 102頁，木棚照一＝松岡

博＝渡遺憧之『国際私法概論（第3版補訂版）』（有斐閣・ 2001年） 157頁〔木棚教

授執筆〕，山田鎌一『国際私法（新版）』（有斐閣.2003年） 375頁。

Q5) 跡部定次郎「国際私法上債権譲渡ノ従フベキ法律」京都法学会雑誌2巻10号（1907

年） 25頁，山口弘一『日本国際私法論（初版）』（三書模・1910年） 191頁，山田三

良『国際私法』（有斐閣・1932～1934年） 593頁，石黒一憲『金融取引と国際訴訟』

（東京大学出版会・ 19邸年） 233頁，道垣内正人 fポイント国際私法各論』（有斐

閣.2000年） 259頁，河野・前掲註(12)132頁，野村・前掲註（θ365頁。また，この

理解は，法例の起草者の理解にも即している。参照，法務大臣官房私法法制調査部

監修『法典調査会法例議事速記録』（商事法務研究会・ 1986年） 107頁。

。。折茂豊『国際私法（各論）（新版）』（有斐閣・1972年） 202頁， 204頁註帥，岡本普

人「国際私法における債権譲渡」同志社法学39巻1=2号 (1987年） 141頁。

自力前橋地桐生支判昭和37年4月9日下民集13巻4号695頁，東京地判昭和42年

7月11日金融法務事情485号33頁。

Q8) 前掲註伺『法典調査会法例議事速記録』 107頁〔穂積陳重委員の発言〕を参照。
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制 この点については，野村・前掲註悶366頁，拙稿・前掲註（9)3頁を参照。

側 これらの立法論的批判の検討について，詳しくは，野村・前掲註02)84頁以下，

同・前掲註（5)366頁，拙稿・前掲註（9)4頁を参照。また，債権譲渡の第三者に対す

る効力について，譲渡される債権の準拠法説に立つ立法提案として，国際私法立法

研究会「契約，不法行為等の準拠法に関する法律試案(1)(2・完）」民商法雑誌112

巻3号 (1995年） 497頁を参照。国際私法立法研究会による法律試案第13条は，

債権譲渡及び債務引受につき，「(1）債権譲渡は，譲渡人と譲受人との聞の契約の準

拠法による。ただし，譲渡の第三者に対する効力は，譲渡される債権の準拠法によ

る。（2）前項の規定は，債務引受について準用する。Jとしている。
ω 同旨，畑口・前掲註帥125頁，岡本善人「債権譲渡J渉外判例百選〔第3版〕(1995
年）111頁，野村・前掲註（5)367頁，拙稿「債権譲渡J国際私法判例百選（2004年）

77頁。

ω もっとも，実務においてはバルクセールのニーズは実際にはそれほど存在しない
のではないかとの指摘もある。この点につき，浅田隆「債権譲渡規定の見直し，債

権質・相殺の規定化を中心にJ金融法務事情1717号（2004年） 34頁，法制審議会
国際私法（現代化関係）部会第五回議事録等を参照。

倒河野・前掲註02)132～ 133頁。

ω 野村・前掲註日379頁， 3剖頁以下， 388頁参照。
回祷藤・前掲註02)66頁，拙稿・前掲註（9)36頁。

舗法例研究会『法例の見直しに関する諸問題(1）ー契約・債権譲渡等の準拠法につ

いて一』別冊NBL80号（商事法務・2003年） 100頁，法制審議会国際私法（現代

化関係）部会第15回議事録等を参照。

的翻訳として，野村美明＝藤川純子＝森山亮子「契約債務の準拠法に関する条約に

ついての報告書（9)J阪大法学48巻2号（1998年） 575頁を参照。このローマ条約

12条のEC加盟国における解釈・運用状況の分析は，すでに，西谷祐子「イタリア

国際私法の動向と欧州における債権譲渡J（国際私法学会第107回大会学会報告）
において詳しく行われている。なお，本稿執筆に際し，西谷祐子助教授（東北大学）

のご厚意により，同教授の学会での報告原稿「欧州における債権譲渡Jを参照させ
て頂いた。この場を借りて厚く御礼を申し上げたい。

側 Pαtαηd凶fel,drich,B也rgerlichesGesetzbuch, 62. Aufl., 2003, Art. 33 EGBGB, Rn. 

2; Soergellvon Hojfm仰 η，BtirgerlichesGesetzbuch mit Einf吐uungsgesetzund Ne・

bengesetzen, Bd.10, 12. Aufl., 1996, A此.33 EGBGB, Rn. 7.また，譲渡対象債権の準

拠法は，債権譲渡の有因性（例えば，フランス実質法は有国主義をとり，準物権行

為の独自性を認めない。）・無因性（ドイツ実質法は無因主義をとり，準物権行為の
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独自性を認める。）についても判断するものとされている。したがって，まず，譲

渡される債権の準拠法に従って債権譲渡が有国であるか無因であるかを判断し，有

国なら，条約12条l項に従い原因行為の準拠法について検討し，無固なら，譲渡

される債権の準拠法に従い，準物権行為たる債権の移転の効果のみならず，債権譲

渡の債務者対抗要件も第三者対抗要件も一律に規律すればよいことになる。この点

につき， Kegel/Schurig,Intemationales Privatrecht, 8. Aufl., 2000, S. 655; Krophoι 
ler, Intemationales Privatrecht, 4. Aufl., 2001, S. 471; St，α凶伽。eη%α！US'11協nn,13. 

Aufl., 2002, A比.33 EGBGB, Rn. 35 ff.を参照。

側 これに対し， ドイツ国際私法上，債権行為と準物権行為の準拠法は分断すべきで

なく，準物権行為たる債権譲渡行為も条約12条1項に従い原因行為の準拠法によら

せるべきであるとする見解（少数説）も主張されている。例えば，島市ele,Das In-

temationale Privatrecht der Forderungszession und der Schuldnerschutz, ZVerglRW 

90, 1991, S. 6 ff; St，α凶加gerゾHα：usmann,a.a.O., Rn. 26 ff.なお， Ei・ηseleは，債権譲

渡の第三者に対する効力についても，条約12条l項に従い原因関係の準拠法による

べきことを主張する。

側 Giul的.no/1，αgα叫e,Bericht uber dぉ Dbereinkommenuber das auf vertragliche 

Schuldverhiiltnisse anzuwendende Recht, ABI. EG 1980 Nr. C 282/1, S. 34 f.この点は

すでに，西谷・前掲註仰において言及されている。

制例えば，ドイツ民法399条は，譲渡禁止特約の効力を認める。

倒例えば，賃金債権，保険金請求権，慰謝料請求権，扶養料請求権の譲渡禁止等が

挙げられている。 Staud伽伊げHαusmann,a.a.O.，胎l.41. 

倒例えば，この問題には，債権の特定性の要件が含まれるとされる。 Stα.ud-

伽ger!Hiαusmα.nn,a.a.0., Rn. 41. 

帥 St，α.udinger/H1α山狩協nn,a.a.0.，胎l.41. 

師この点については， VOηBα.r,Abtretung und Legalzession加 neuendeutchen h・

teロtationalenPrivatrecht, RabelsZ 53, 1989, S. 468. BGH 20. 6. 1990, BGHZ 111, 376; 

BGH 8. 12. 1998, NJW 1999, 940.等を参照。

倒 Pαlandt/Heldrich,a.a.O., Rn 2; Soergel/von Hoffmα？慨， a.a.a.，胎t.12; St1α.ud-

伽gen匁α.usmann,a.a.a., Rn. 50 ff; von Bar, a.a.a., S. 470; Milne九Komm/Mα付加.y,3.

Aufl., 1998, Bd. 10, Art. 33 EGBGB, Rn 12a; Kropholler, a.a息，s.472.なお， ドイツ
法の状況については，すでに西谷・前掲註聞において詳しく言及されている。

間 K俗叫旬er,D鎚 Statutder Forderurtgsabtretung加 Verh創出szu Dritten, RabelsZ 

62, 1998, S. 697 ff; Staudinger/Stoll, Intemationales Sachenrecht, 13. Aufl., 1996, 

胎l.349 f.ただし， Kieη伽gerは，債権譲渡の第三者対抗要件の準拠法について一般
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的に譲渡人の営業所所在地法によらせるべきであるとするが， Stollは，債権譲渡を

包括的譲渡とそれ以外の単一の債権譲渡 （Si叩 ularzession）に分け，譲渡人の営業

所所在地法は前者の特別な場合についてのみ適用され，後者については適用されな

いとする。この点につき， Stoll,Anknupftlng bei mehrfacher Abtre旬ngderselben 

Forderung, IPR.ax, 1991, S. 223.を参照。また， Kieningerは，債権譲渡の第三者に

対する効力について，譲渡人の営業所所在地法説に立つと，譲渡人と譲受人間の債

権の移転（準物権行為）の準拠法と第三者対抗要件の準拠法とが異なってしまうた

め，結論としては，いずれの問題についても，譲渡人の営業所所在地法によるべき

であるとする。 K勿ni1移民a.a. 0., S. 710. 

倒 Kieni句 er,a. a. 0., S. 698; Staudi句 er/Stoll,a. a. 0., Rn. 349 f; Milnch. Korrun/ 

Kreuzer, Art. 38 EGBGB Anh. I., Rn. 93. 

働 Kieninger,a. a. 0., S. 699.この点はすでに，西谷・前掲註仰において言及されて

いる。

帥 Kieninger,a. a. 0., S. 702.この点はすでに，西谷・前掲註仰において言及されて

いる。

倒 Eiηsele,a. a. 0., S. 17 ff.さらに，前掲註仰を参照。なお，この点はすでに，西谷・

前掲註聞において言及されている。

制 Lagα叫e,Le nouveau droit international prive des contrats apr1色sl'entree en 

吋gueurde la Convention de Rome du 19 j凶n1980, Rev. crit. d. i. p., 1991, p. 335; 

Jobard-Bachellier, Creances (Operations sur) , Repe比oirede droit international, 

1998, p. 8; M1α.yer!Heuze, Droit international prive, 7" ed., 2001, p. 501. 

倒 フランスにおいては，ローマ条約12条2項の「債権の譲渡可能性Jには，当事
者の合意による譲渡の禁止，法律上の譲渡の禁止，といった問題が含まれると解さ

れている。 Pα吋oel,Les conflits de lois en mati色rede cession de creance, 1997, p. 

223 et s叫1

倒 すなわち，譲渡人の差押債権者等の譲渡人の債権者と譲受人との関係，あるいは，

二重譲渡における複数の譲受人聞の優先権の問題，等を指す。

帥 学説の状況については，拙稿・前掲註（9)12頁以下参照。この説の代表的な根拠と

しては，（a）物権の移転に物の所在地法が適用されるように，債権の移転についても

債権の所在地であると擬制される債務者の住所地法が適用されるべきであること，

(b）譲渡が通知される場所である債務者の住所地は第三者にとって知ることが容易

であること，それゆえ債務者の住所地法は当事者にとって最も予見可能な法律であ

ること，や）第三者が債権の現状を問い合わせるのは債務者の住所地であり，債権を

取得しようとする第三者は債務者の住所においてのみ債権譲渡の事実の有無を知る
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ことができるということ，（d）債権譲渡において債務者は公示の役割を果たしている

ので，債務者の住所地法を適用すべきであること，制「公的な信用 （c珂ditpublic）」

の保護という観点から，債務者の住所地法を適用すべきであること，（の転々譲渡の

場合には，債務者の住所地が唯一の圏定的な連結点となりうること，等が挙げられ

ている。また，この立場に立つ裁判例として， P釘is27 septembre 1984, SociBM Bι 
tum伽αGmbHc. Societeαπonyme L伽coln,Clunet, 1985, p. 664; Paris 26 mars 

1986, Soc. Fason Deutschlaπd Gmbh c. Soc. Automobiles Peugeot, B.N.P., Deut-

scheBank et B仰 k舟TGeme伽ω例scha,ft,Rev. crit. d. i. p., 1987, p. 351.等を参照。

働 Bαtiffol/Lagα叫e,Droit international prive, Tome II, 6" ed., p. 339; Rα叫oel,op. 

C抗.，p. 174 et s凶v;Audit, Droit international prive, 3• ed., 2000, p. 649.ただし，これ

らの学説のうち， Pα吋oelは，ローマ条約12条の規定の解釈論としては，債務者対

抗要件の準拠法と第三者対抗要件の準拠法との聞の評価矛盾を避けるために，第三

者対抗要件について譲渡される債権の準拠法説に立つとしながらも，立法論として

は，譲渡人の住所地法主義を採用すべきであるとする。この点につき， Pα叫oel,

op. cit., p. 189 et s凶玖を参照。なお，この「一元説」の根拠としては，（司譲渡され

る債権の準拠法は，債権者の権利を決定する法であり，それは譲受人自らが行使し

うる権利を決定する法でもあること，（ω債務者は自らの債務を生じさせた準拠法を
知っており，債務者自らが当事者ではない譲渡人と譲受人間の契約によって債務者

の債務の内容を変更すべきではないこと，（c）特別の例外を除いて，債権は原則とし

てその発生の原因となった法律に従うべきであること，（d）第三者は債務者を媒介に

することによってのみ債権譲渡の事実の有無を認識することができるのであるから，

第三者対抗要件について譲渡される債権の準拠法を適用したとしても，債務者に譲

渡の有無を問い合せなければならない第三者にとって不都合ではないこと，（め債務

者対抗要件と第三者対抗要件とを別々の準拠法によらせるとなると，第三者対抗要

件の準拠法上譲渡人は第三者に対抗しえないのに，譲渡される債権の準拠法上債務

者には対抗しうるといったような評価矛盾が生じる可能性があり，ローマ条約12条

2項が譲渡される債権の準拠法説に立っている以上，第三者対抗要件についても統

一的に，譲渡される債権の準拠法によらせるべきであること，（f）比較法的に見ると

フランスのダイイ法のような債権流動化立法を備えた外国法はまだ少なし「二元

説Jの説くように第三者対抗要件の問題を債務者の住所地法によらせるとなると，
債務者が外国に住所を有する場合には，ダイイ法の定める職業債権の譲渡の明細書

(bordereα.u）を利用することができなくなってしまうこと，等が挙げられている。

詳しくは，拙稿・前掲註（9)28頁。

的 S伽αy-Cytermαnn,Les conflits de lois concernant l'opposabihte des transferts de 
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creanse, Rev.ぽit.d. i. p., 1992, p. 42 et s叫.v. 「二元説」の根拠としては，但）フラン

ス民法16卯条に定める債権譲渡の対抗要件としての手続 (Jorn協 lite）は，債務者

に対する通知の機能と，第三者に対する公示の機能という二つの機能を有するもの

であるから，国際私法上もそれらの区別をすべきであること，（b)1972年のローマ条

約準備草案16条2項が，債権譲渡の債務者対抗要件と第三者対抗要件とを分離せず

に，いずれも譲渡される債権の準拠法によらせることにしていたのに対し，条約12

条が譲渡される債権の準拠法によらせると規定しているのは，債務者対抗要件につ

いてのみである。したがって，条約12条は債権譲渡の債務者対抗要件と第三者対抗

要件の問題を別個に規律しようとしており，それらを統一的に規律することを排除

しようとする趣旨のものであること，や）第三者対抗要件の準拠法は第三者にとって

事前にかつ確実にそれを知りうるものであることが望ましいが，譲渡される債権の

準拠法によるとなれば，当事者による法選択がない場合には，条約4条の最密接関

係法によることになり，第三者にとってその準拠法は容易には知りえないため第三

者対抗要件を債務者の住所地法によらせる方が望ましいこと，等が挙げられている。

詳しくは，拙稿・前掲註（9)26頁参照。

制 Pα叫oel,op. cit., p. 187 et s凶1

側 フランス民法16卯条が債権譲渡の対抗要件として執達吏による送達（s句η併cα”

tぬn）という厳格な手続を課しているのに対し，ドイツ民法398条によれば，譲渡

人と譲受人間での譲渡の合意さえあれば，債務者に譲渡を知らせなくても，譲受人

は債務者その他の第三者に対して当然に権利主張することができるとされており，

特別な手続は要求されていない。

冊 Pαrdoel,op. cit., p. 187 et s凶v.

倒 Pα叫oel,op. cit., p. 187 et suiv; Audit, op. cit., p. 649. 

~ ダイイ法については，前掲註（9）諸掲の文献を参照。

倒 Pα叫oel,op. cit., p. 189 et s凶v.

帥 K俗ninger,a.a.a., S. 688. 

回 この判決については， Struyc.加 z，恒teproprietary抑 ectsof international ass泡n-

ment of debts and世teRome Convention, Article 12, Lloyd's Marit. Com. L. Q., vol. 

24., 1998, 345; Kieninger, a.ao., S. 681 ff, '891 ff.等の文献を参照。それによれば，

本件は，つぎのような事案である。すなわち， A （ドイツに本拠をもっドイツ法人）

がB（オランダに本拠をもっオランダ法人）に所有権留保をして物品を売却した。 A

-B聞には，当該売買契約の準拠法について明示の合意は存在しなかったが， Bが

当該物品を転売する際にはその代金債権はAに譲渡されることになるとの将来債権

の譲渡に関する契約条項（使用されている言語はドイツ語であり， ドイツ民法典の
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条文が引用されていた。また，管轄についてはドイツの裁判所とする旨の合意が存

在した。）が存在した。 Bは当該物品をCに転売したが，その後Bが倒産したため，

Bの倒産管財人とAとの聞で， Cの供託した当該物品の代金をめぐり紛争が生じた。

なお， ドイツ法によればA-B聞の債権譲渡は有効とされるが，オランダ法によれ

ばA-B聞の債権譲渡は無効とされる。本件事案において，オランダ最高裁は， A

-B聞の債権譲渡の第三者対抗要件の準拠法は，ローマ条約12条1項に従い， A-

B聞の契約の準拠法たるドイツ法であるとして，本件譲渡は有効となると判示した。

倒例えば， Dicey/M01吋s,The Conflict of Laws, 13血Ed.,2000, vol. 2., pp. 981-982. 

師・ Dicey/Morris, supra, p. 982; Cheshire/No伺h,Private International Law, 13血 Ed.,

1999, p. 962. 

倒 1972年の条約準備草案16条2項は，債権譲渡の対抗要件について，債務者対抗要

件と第三者対抗要件とを分離せずに，いずれも譲渡される債権の準拠法によらせる

ことを定めていたが，立法過程でこの部分は削除されたd 1972年草案については，

Foyer, L'avant-projet de Convention C.E.E. s町 laloi applicable aux obligations con-

tractuelles et non contractuelles, Clunet, 1976, p. 639. 1977年9月のダプリン会議に

おいて，（a）債権譲渡の債務者以外の第三者に対する効力の準拠法について規定する

のは，契約準拠法に関するローマ条約の範囲外であること，（ω譲渡される債権の準
拠法によるのは，譲渡人の破産の場合には不適切であること，（c）譲渡される債権の

準拠法説は，アイルランド圏内の紙触規則が採用している債務者の住所地法主義と

相容れないこと，等を理由にデンマークとアイルランドの代表がこの削除を主張し，

ドイツが反対したにもかかわらず，債権譲渡の第三者に対する効力の準拠法に関す

る部分は削除された。この聞の経緯については， Kieni・旬 er,a.a.a., S. 689 f.を参照。

なお｝この点については，すでに西谷・前掲註聞においても言及されている。

倒 GreenPaper on the conversion of the Rome Convention of 1980 on the law applica-

ble to contractual obligations into a Comm山首tyinstrument and its mode白血ation,

COM (2002) 654位叫，p.39 et seqq. 

帥 1997年5月16日のオランダ最高裁判決の立場。この判決については，前掲註冊

の文献を参照。

制 この立場の根拠としては，（a）譲渡人の債権者は，原因契約の準拠法（譲渡される

債権の準拠法）を常に知りうるわけではないこと， ω第三者は，債務者の常居所地
を容易に知りうること，等が理由として挙げられている。他方で，この立場に対す

る批判としては，債権の集合譲渡の場合に，複数の債務者がそれぞれ異なる外国に

常居所を有する場合には，一つの譲渡が複数の準拠法によって規律されるおそれが

あること，等が指摘されている。 SeeGreen Paper, p. 41. 
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倒 この立場は，第三者の予見可能性の基準を満足させるのに最も適した解決である

とされている。 SeeGreen Paper, p. 41. 

倒 SeeGreen Paper, p. 41. 

倒 http://europa.eu.int/comm/justice_home/news/consulting_ーpublic/rome＿νnews_

summary_romel_en.htmを参照。各国政府，その他の民間企業団体，消費者団体，

法曹団体，大学等から寄せられたコメントの総数は計81件にのぼる。 81件のコメ

ント中，言語やファイルの都合で未調査のものが6件あり，残りのコメントのうち

ローマ条約12条の改訂について言及しているものは43件ある。そのうち，譲渡さ

れる債権の準拠法による立場［solutionii］を全面的に支持しているものは 19件，

譲渡人の常居所地法による立場［solutioniv］を支持しているものは 15件，譲渡人・

譲受人間の契約の準拠法による立場［solutioni］を支持するものが1件，態度を留

保しているものが5件，規定化に反対しているものが2件，その他が1件である。

師 Comment.sof位teUNCITRAL secretariat on questions nos. 18釦 d19 of出eEC 

Green Paper on出econversion of出eRome Convention of 1980 on出elawappli回.ble

to con廿actualobligations into a Cornrow叫tyinstrument and i胞modernization(COM 

(2002) 654住凶） of 14 January 2003. 

側 MaxPlaπck I間 titutefor Fo1ち匂nPrivαteand Private Int併%ωめnalLα.w, Com・

ment.s on吐teEuropean Commission’s Green Paper on出econversion of位teRome 

Convention of 1980 on出elaw applicable to contractual obligations into a Commu-

nity ins位umentandi随 modeロ也ation,RabelsZ 68, 2004, S. 1. 

開 Groupe europeen de droit伽ternαtぬ加lprive.，’l'reizi色mereunion Vienne, 19-21 
septembre 2003, Reponse au Livre ve此dela Commission sur la transformation de la 

Convention de Rome en ir首位山田ntcommunautaire ainsi que sur sa modeロ叫zation,

p. 18. (http://europa.eu.int/comm/justice_home/news/consul也tg_public/rome_i/doc/

gedより入手可能）．

倒 SeeComment.s of出eUNCITRAL secretariat, p.紅'8.11. 

倒 SeeComment.s of吐1eUNGπ'RALsecretariat, p釘'8.14. 

側 SeeComments of the UNCITRAL secretariat, p釘a.7. 

ClD See Comment.s of the UNCITRAL secret釘iat,para. 7. 

伺 SeeComments of出eUNCITRAL secretariat, para. 7. 

~ See Comments of the UNG目'RALsec開旬riat,para. 8. 

側 MαzPla附 kI間 U加teforFo開句ηPrivαte側 dPrivate lnterna仰 nalLα.w, a. a. 

0., s. 79. 
何 MaxPlanck Institute for Foreign Private and Private Interna陶叩tLaw, a. a. 
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仰 なお，このコメントに先立つ，ローマE準備草案（この準備草案については，平

成15年度法例研究会報告書『法例の見直しに関する諸問題（2）』別冊NBL85号（2003

年） 12頁注仰を参照。） 14条に対するハンプルク・グループの提案の 14a条 (Hα冊

burg Group for Privα.te Interi協tめ加tLαw, Comments on the Europe叩 Commis-

sion冶 DraftProposal for a Council Regulation on廿leLaw Applicable to Non-

Contractual Obligations, RabelsZ 67, 2003, S. 45.）においては，ローマE規則の方に，

法定債権の債権譲渡の準拠法に関する規定を挿入すべきであるとの提案がされてい

る。すなわち，この提案の第3項では，債権譲渡の第三者に対する有効性及び効力

については，譲渡人の常居所地法によるべきであるとされているが，その後に出さ

れたローマE委員会提案においては，法定債権の譲渡に関する規定は別段設けられ

ていない（COM(2003) 427位叫．このローマE委員会提案については，前述の平成

15年度法例研究会報告書12頁注仰を参照。）。

開 Groupe europeen de droit伽句作協陶旬αtprive, op. cit., p. 18. 

側ベルギーの国際私法典に関する 2004年7月16日の法律87条3項を参照。ペル

ギー国際私法及ぴその立法理由書については http：／／~阿w.ipr.be/mdex.h回世より入手

可能である。

仰 なお，最判昭和田年4月20日民集32巻3号616頁は，債権質の準拠法につい

て，債権質を物権と捉えながら，法例10条にはよらずに，有体物の所在地に相当

するものとして債権質の客体たる債権の準拠法によらせるとしているが，債権譲渡

や債権の譲渡担保と債権質との類似性を考えるならば，最高裁は，少なくとも昭和

田年の時点ですでに，法例12条で定められた連結点が実務的でないとの価値判断

を下しているとも考えられる。

側例えば，浅田・前掲註鋤32頁を参照。

制 同旨， i峯木敬郎＝遭垣内正人『国際私法入門（第5版）』（有斐閣・ 2004年） 186 

頁。

脚 同旨，河野・前掲註仰132頁，拙稿・前掲註（9)36頁。

師 同旨，河野・前掲註仰132頁，野村・前掲註（5)365頁，拙稿・前掲註（9)36頁。

倒早Jll.前掲註QO15頁を参照。

師同旨， Commentsof the UNCITRAL secretariat, para. 9. 

側溜池・前掲註Q4)116頁，野村・前掲註（5)387頁等参照。なお，東京地判昭和42

年7月11日（前掲註仰参照）は，法例12条の連結点の確定に際して，債務者たる

韓国法人の本店所在地が韓国であるにもかかわらず，債務者が日本に支店（営業所）

を設けていることを理由に，債務者の住所地は日本であるとした。
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師岡本・前掲註仰111頁。

働 もっとも，この立場を採用すると，ケイマシSPC東京支店が一旦譲り受けた債権

を再度国内法人に譲渡する場合でも，ケイマン法が準拠法となってしまい，当事者

の意図しない結果が生じる，との指摘もある。浅田，前掲註倒34頁。

側河野・前掲註QU33頁。

側 同旨，野村・前掲註（5)384頁。なお，国進国際債権譲渡条約も債権譲渡の第三者

対抗要件について譲渡人の所在地法主義を採用しているが（条約22条及び30条参

照），ここにいう「所在地」については，条約中に定義規定があり，原則として，

人が営業所を有する場合には，当該人の「営業所所在地jが（ただし，譲渡人又は

譲受人が複数の国に「営業所Jを有する場合には，譲渡人又は譲受人の中央統括地
(place qf central叫m伽'istratぬη）が営業所所在地となる。したがって，そこでは，

個々の取引ごとの営業所所在地は想定されていない（この点はすでに，森下・前掲

註Q3)16頁において言及されている。）。また，債務者が複数の国に「営業所Jを有
する場合には，営業所は原因契約に最も密接な関連を有する地を指す。），営業所を

有しない人については「常居所地」を指すとされている（条約5条（h）号を参照）。

制 この点につ色法制審議会国際私法（現代化関係）部会第15回の議事録を参照。

倒 この点は，本稿第3章におけるローマ条約のグリーンペーパーに対する UNCI-

T臥 L事務局のコメントを参照。

側 もっとも，浅間・前掲註伺34頁によれば，譲渡人の常居所地法説は，債務者か

らの直接の債権回収を想定しない，専ら譲渡人からの倒産隔離を図ることのみを想

定している債権流動化取引においては，メリットが大きいとする。

［附記］ 本稿は，平成16年度文部科学省科学研究費・特定領域研究（研究課題「21

世紀におけるわが国の国際取引関係法の透明化と充実化J）の助成による研究成果の
一部である。


